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○宮崎県収入証紙条例施行規則の一部を改正する

規　　　　　則

　職員の特殊勤務手当に関する条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。
　　令和６年７月２日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
宮崎県規則第35号
　　　職員の特殊勤務手当に関する条例施行規則の一部を改正する規則
　職員の特殊勤務手当に関する条例施行規則（平成16年宮崎県規則第49号）の一部を次のように改正する。
　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後
　（災害応急作業等手当の支給要件等）
第６条　条例第19条第１項第４号に規定する知事が認める作業は、
　次に掲げるもの（応急的に行うものに限る。）とする。
　（１）　国及び地方公共団体等から派遣要請を受けて異常な自然現
　　象により重大な災害が発生した地方公共団体の地域で行う作業
　（２）　前号に掲げる作業に準ずる作業
２　条例第19条第２項に規定する知事が定める災害は、災害対策基
　本法（昭和36年法律第 223号）に基づく災害対策本部若しくは石
　油コンビナート等災害防止法（昭和50年法律第84号）に基づく石
　油コンビナート等現地防災本部が設置され、又は災害救助法（昭
　和22年法律第 118号）が適用された災害であって暴風、豪雨、豪
　雪、洪水、地震、津波、火山爆発若しくは大規模な火事による災
　害、原子力災害対策特別措置法（平成11年法律第 156号）に基づ
　く原子力災害対策本部が設置された災害その他これらに相当する
　災害とする。
３　条例第19条第２項第４号に規定する知事が定める額は、次に掲
　げる額とする。
　（１）　条例第19条第１項第１号に掲げる作業のうち巡回監視及び
　　同項第３号に掲げる作業に相当する作業　 710円
　（２）　前号に掲げる作業以外のもの　 1,080円
４　条例第19条第３項第２号に規定する知事が著しく危険であると
　認める区域は、災害対策基本法、大規模地震対策特別措置法（昭
　和53年法律第73号）その他の法令等に基づき設定され、立入禁止
　、退去命令等の措置がなされた区域（当該区域が設定又は拡大さ
　れた場合において、その設定又は拡大がなされた時までの間にお
　ける当該区域と同一地域を含む。）であって、当該災害の状況、
　作業の具体的内容等の事情を考慮して知事が認めるものとする。
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　（支給日の特例）
第６条　特殊勤務手当の支給される業務に従事した日数等が確認で
　きない場合等で、特殊勤務手当を条例第21条本文の規定による支
　給日において支給できないときは、その日後において支給するこ
　とができる。
第７条　［略］

　（支給日の特例）
第７条　特殊勤務手当の支給される業務に従事した日数等が確認で
　きない場合等で、特殊勤務手当を条例第22条本文の規定による支
　給日において支給できないときは、その日後において支給するこ
　とができる。
第８条　［略］

　　　附　則
　この規則は、公布の日から施行する。ただし、この規則による改正後の職員の特殊勤務手当に関する条例施行規則第６条第１項、第３項
及び第４項の規定は、令和６年１月19日から適用する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　宮崎県収入証紙条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。
　　令和６年７月２日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
宮崎県規則第36号
　　　宮崎県収入証紙条例施行規則の一部を改正する規則
　宮崎県収入証紙条例施行規則（昭和39年宮崎県規則第11号）の一部を次のように改正する。
　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する

改正前 改正後
別表第１（第３条関係）
　１　［略］
　２　使用料及び手数料徴収条例（平成12年宮崎県条例第９号）に
　　基づく使用料又は手数料のうち、次に掲げるもの
　　（１）〜（365） ［略］

　　（366）〜（608）　［略］
　３～７　［略］

別表第１（第３条関係）
　１　［略］
　２　使用料及び手数料徴収条例（平成12年宮崎県条例第９号）に
　　基づく使用料又は手数料のうち、次に掲げるもの
　　（１）〜（365） ［略］
　　（365）の２ 大麻草採取栽培者免許申請手数料
　　（366）〜（608）　［略］
　３～７　［略］

　別記様式第14号を次のように改める。
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　別記様式第15号を次のように改める。
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　　　附　則
　（施行期日）
１　この規則は、公布の日から施行する。
　（経過措置）
２　この規則の施行の際現に存するこの規則による改正前の宮崎県収入証紙条例施行規則の規定に定める様式による用紙は、当分の間、所
　要の事項を適宜補正して使用することができる。

企業局企業管理規程

　企業職員の給与に関する規程の一部を改正する企業管理規程をここに公表する。
　　令和６年７月２日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県企業局長　松　浦　直　康
宮崎県企業局企業管理規程第４号
　　　企業職員の給与に関する規程の一部を改正する企業管理規程
　企業職員の給与に関する規程（昭和35年宮崎県企業局企業管理規程第10号）の一部を次のように改正する。
　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後
　（特殊勤務手当）
第３条　特殊勤務手当の種類は、次のとおりとする。
　（１）〜（６）　［略］

２～９　［略］

　（特殊勤務手当）
第３条　特殊勤務手当の種類は、次のとおりとする。
　（１）〜（６）　［略］
　(７）　災害応急作業等手当
２～９　［略］
10　災害応急作業等手当は、職員が次に掲げる作業に従事したとき
　、従事日数に応じて支給する。
　(１）　異常な自然現象により重大な災害が発生し、若しくは発生
　　するおそれがある場合において次に掲げる現場で行う巡回監視
　　又は当該現場における重大な災害の発生した箇所若しくは発生
　　するおそれの著しい箇所で行う応急作業若しくは応急作業のた
　　めの災害状況の調査（次項において「応急作業等」という。）
　　ア　河川の堤防等
　　イ　道路法（昭和27年法律第 180号）第46条第１項（第２号を
　　　除く。）の規定により通行が禁止されている区間内の道路又
　　　はその周辺
　　ウ　港湾施設等
　(２）　噴火により重大な災害が発生し、又は発生するおそれがあ
　　る場合において、災害対策基本法（昭和36年法律第 223号）第
　　60条第１項の規定により居住者等が避難のための立退きを指示
　　された地域又は同法第63条第１項の規定により設定された警戒
　　区域で行う災害状況の調査、巡回監視、工事の監督又は測量若
　　しくは測量の監督等の作業
　(３）　異常な自然現象により重大な災害が発生し、又は発生する
　　おそれがある場合において、災害対策基本法第23条第１項又は
　　第23条の２第１項の規定により災害対策本部が設置された地方
　　公共団体の地域で行う関係行政機関等との災害応急対策に係る
　　連絡調整の作業
　(４）　前３号に掲げる作業に相当すると管理者が認める作業
11　前項の手当の額は、従事した１日につき、次の各号に掲げる区
　分に応じ、当該各号に定める額（大規模な災害として管理者が定
　める災害に係る作業に従事した場合にあっては、 1,080円）とす
　る。
　(１）　前項第１号に掲げる作業　作業の種類に応じて次に定める
　　額
　　ア　巡回監視　 710円
　　イ　応急作業等　 1,080円
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　(２）　前項第２号に掲げる作業　 1,080円
　(３）　前項第３号に掲げる作業　 710円
　(４）　前項第４号に掲げる作業　 1,080円を超えない範囲内にお
　　いて、それぞれの作業に応じて管理者が定める額
12　前項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる場合の第10項の手
　当の額は、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定
　める額とする。
　(１）　第10項第１号、第２号又は第４号に掲げる作業（同項第３
　　号に掲げる作業に相当する作業を除く。）が日没時から日出時
　　までの間において行われた場合　前項に定める額に当該額の 1
　　00分の50に相当する額を加算した額
　(２）　第10項第１号、第２号又は第４号に掲げる作業（同項第３
　　号に掲げる作業に相当する作業を除く。）が管理者が著しく危
　　険であると認める区域で行われた場合　前項に定める額に当該
　　額の 100分の 100に相当する額を加算した額
　(３）　第10項第３号に掲げる作業又は同項第４号に掲げる作業の
　　うち同項第３号に掲げる作業に相当する作業が深夜において行
　　われた場合　前項に定める額に当該額の 100分の50に相当する
　　額を加算した額
13　第10項の手当の額は、職員が、特定大規模災害（著しく異常か
　つ激甚な非常災害であって、当該非常災害に係る災害対策基本法
　第28条の２第１項に規定する緊急災害対策本部が設置されたもの
　をいう。）に対処するため、第10項各号に掲げる作業に引き続き
　５日を下らない範囲内において管理者が定める期間以上従事した
　場合にあっては、第11項各号に定める額に、当該額の 100分の 1
　00に相当する額を超えない範囲内において管理者が定める額を加
　算した額とする。
14　第10項から第13項までの規定にかかわらず、職員が、原子力災
　害対策特別措置法（平成11年法律第 156号）第15条第２項に規定
　する原子力緊急事態宣言があった場合において、次に掲げる作業
　に従事したときは、従事日数に応じて災害応急作業等手当を支給
　する。
　(１）　原子力災害対策特別措置法第17条第９項に規定する緊急事
　　態応急対策実施区域に所在する原子力事業所のうち知事が定め
　　るもの（以下「特定原子力事業所」という。）の原子炉建屋（
　　知事が定める建屋に限る。）内で行う作業
　(２）　特定原子力事業所の敷地内で行う作業（前号に掲げる作業
　　を除く。）
　(３）　特定原子力事業所に係る原子力災害対策特別措置法第20条
　　第２項に規定する原子力災害対策本部長の地方公共団体の長に
　　対する指示に基づき設定された区域等を考慮して知事が定める
　　区域で行う作業（前２号に掲げる作業を除く。）

10　［略］

15　前項の手当の額は、従事した１日につき、次の各号に掲げる区
　分に応じ、当該各号に定める額とする。
　(１）　前項第１号に掲げる作業　40,000円を超えない範囲内にお
　　いて、それぞれの作業に応じて管理者が定める額
　(２）　前項第２号に掲げる作業　20,000円を超えない範囲内にお
　　いて、それぞれの作業に応じて管理者が定める額
　(３）　前項第３号に掲げる作業　10,000円を超えない範囲内にお
　　いて、それぞれの作業に応じて管理者が定める額
16　［略］

　　　附　則
　この企業管理規程は、公表の日から施行する。ただし、この企業管理規程による改正後の企業職員の給与に関する規程第３条第10項第４
号、第11項第４号及び第12項（第10項第４号に掲げる作業に係る部分に限る。）の規定は、令和６年１月19日から適用する。
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教育委員会規則

　宮崎県プール管理規則をここに公布する。
　　令和６年７月２日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県教育委員会教育長　黒　木　淳一郎
宮崎県教育委員会規則第８号
　　　宮崎県プール管理規則
　（趣旨）
第１条　この規則は、教育関係の公の施設に関する条例（昭和39年宮崎県条例第36号。以下「条例」という。）第７条において準用する公
　の施設に関する条例（昭和39年宮崎県条例第７号）第７条及び条例第８条の規定に基づき、宮崎県プール（以下「プール」という。）の
　管理及び運営に関し、必要な事項を定めるものとする。
　（利用の申込み）
第２条　プールの施設又は設備（以下「プール施設等」という。）を利用しようとする者（以下「申込者」という。）は、宮崎県プール施
　設等利用申込書（別記様式第１号）を宮崎県教育庁スポーツ指導センター所長（以下「所長」という。）に提出しなければならない。た
　だし、50ｍプール、25ｍプール、トレーニング室若しくは屋内クライミングウォールを個人が利用する場合又は駐車場を利用する場合は
　、この限りでない。
２　前項の規定にかかわらず、申込者は電子情報処理組織（県の機関等の使用に係る電子計算機（入出力装置を含む。以下同じ。）と申込
　者の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織をいう。以下同じ。）を使用してプール施設等の利用の申込み
　をするときは、当該申込みをもって前項に規定する書面による申込みに代えることができる。
　（利用の許可）
第３条　所長は、利用の申込みがあった場合において、利用の許可をするときは、申込者に宮崎県プール施設等利用許可書（別記様式第２
　号）を交付するものとし、利用の許可をしないときは、申込者に宮崎県プール施設等利用不許可通知書（別記様式第３号）により通知す
　るものとする。
２　前項の規定にかかわらず、所長は、前条第２項の規定による利用の申込みがあった場合において、利用の許可をするとき又は利用の許
　可をしないときは、電子情報処理組織を使用して申込者に通知することができる。
３　所長は、必要があると認めるときは、前２項の利用の許可に条件を付することができる。
　（利用許可の制限）
第４条　所長は、申込者が次の各号のいずれかに該当する場合は、プール施設等の利用を許可しないものとする。
　(１）　公の秩序を乱し、又は善良の風俗を害するおそれがあると認められるとき。
　(２）　プールを損傷するおそれがあると認められるとき。
　(３）　集団的又は常習的に暴力的不法行為を行うおそれのある組織の利益になると認められるとき。
　(４）　宮崎県プール施設等利用申込書の記載内容に偽りがあるとき。
　(５）　その他プールの管理運営上支障があると認められるとき。
　（利用者の遵守事項）
第５条　利用を許可された者（以下「利用者」という。）は、次に掲げる事項を守らなければならない。
　(１）　許可された利用の目的又は条件に違反しないこと。
　(２）　公の秩序を乱し、又は善良の風俗を害するおそれのある行為をしないこと。
　(３）　プールを損傷し、又は滅失するおそれのある行為をしないこと。
　(４）　他人の迷惑となるような行為をしないこと。
　(５）　その他法令、条例、規則等及び所長の指示に従うこと。
　（利用許可の取消し等）
第６条　所長は、利用者が前条の規定に違反したときは、プール施設等の利用の許可を取り消し、利用を中止させ、入館を拒否し、又は退
　去を命ずることができる。
２　前項の取消し等によって利用者に損害が生じても、県はその損害の賠償の責めは負わないものとする。
　（利用許可の取消しの申出）
第７条　利用者が利用の許可の取消しの申出をするときは、宮崎県プール施設等利用許可取消申出書（別記様式第４号）を所長に提出しな
　ければならない。
２　前項の規定にかかわらず、利用者は、電子情報処理組織を使用して利用の許可の取消しの申出をするときは、当該申出をもって前項に
　規定する書面による申出に代えることができる。
３　所長は、前２項の規定による利用の許可の取消しの申出があったときは、当該申出に係る利用の許可を取り消し、その旨を当該利用者
　に通知するものとする。
　（使用料の還付）
第８条　教育関係使用料及び手数料徴収条例（平成13年宮崎県条例第23号。以下「使用料条例」という。）第５条ただし書の規定により使
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　用料を還付する場合の当該還付の額は、既納使用料の全額とする。　
２　前項の使用料の還付を受けようとする者は、使用料還付請求書（別記様式第５号）を所長に提出しなければならない。
　（利用の制限）
第９条　所長は、必要があると認めるときは、プールの利用を制限することができる。
　（利用時間）
第10条　プール施設等の利用時間は、午前９時から午後10時までとする。ただし、所長は、必要があると認めるときは、臨時に利用時間を
　変更することができる。
　（休館日）
第11条　プールの休館日は、12月29日から翌年の１月３日まで及び毎月第１火曜日（その日が国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第 1
　78号）に規定する休日（以下「休日」という。）に当たるときは、その日後においてその日に最も近い休日でない日）とする。ただし、
　所長は、必要があると認めるときは、臨時に開館し、又は休館することができる。
　（指定管理者による管理の場合の読替）
第12条　条例第４条の規定によりプールの管理を指定管理者に行わせる場合（以下「指定管理者による管理の場合」という。）における第
　２条から第７条まで及び第９条から第11条までの規定の適用については、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、同表
　の右欄に掲げる字句にそれぞれ読み替えるものとする。
第２条 宮崎県教育庁スポーツ指導センタ

ー所長（以下「所長」という。）
指定管理者

第３条から第７条まで及び第９条 所長 指定管理者
第10条及び第11条 所長は、必要があると認めるとき

は
指定管理者は、必要があると認めるときは、あら
かじめ所長の承認を得て

　（使用料等の支払）
第13条　指定管理者による管理の場合は、利用者は、当該指定管理者にプール施設等の使用料（使用料条例第２条に規定する使用料をいう
　。）又は利用料金（条例第６条に規定する利用料金をいう。）を支払わなければならない。
　（指定管理者の指定の申請）
第14条　条例第５条第１項に規定する申請書は、指定管理者指定申請書（別記様式第６号）によるものとする。
２　条例第５条第１項の教育委員会規則で定める書類は、次に掲げる書類とする。
　(１）　定款、規約又はこれらに準ずる書類
　(２）　法人にあっては、法人の登記事項証明書
　(３）　教育委員会が指定する事業年度における決算に関する書類又はそれに相当する書類
　(４）　団体の業務概要及び業務実績が確認できる書類
　(５）　その他教育委員会が必要と認める書類
　（指定管理者の指定の基準）
第15条　条例第５条第３項第４号の教育委員会規則で定める基準は、次に掲げる基準とする。
　(１）　関係機関及び競技団体との連携が確保されること。
　(２）　緊急時における危機管理体制が確保されていること。
　(３）　その他教育委員会が必要と認める基準
　（指定管理者が行う業務）
第16条　条例第７条において準用する公の施設に関する条例第10条の３第３号の教育委員会規則で定める業務は、次に掲げる業務とする。
　(１）　関係機関及び競技団体との連絡調整に関する業務
　(２）　緊急時の対応に関する業務
　(３）　その他教育委員会が必要と認める業務
　（指定管理者の管理の基準）
第17条　条例第７条において準用する公の施設に関する条例第10条の４の教育委員会規則で定める管理の基準は、次に掲げる基準とする。
　(１）　関係する法令、条例、規則等の規定を遵守し、適正なプールの運営を行うこと。
　(２）　利用者に対して適切なサービスの提供を行うこと。
　(３）　指定管理者が業務に関連して取得した個人に関する情報を適切に取り扱うこと。
　(４）　その他教育委員会が必要と認める基準
　（利用料金の承認）
第18条　指定管理者は、利用料金について条例第６条第３項に規定する教育委員会の承認を受けようとするときは、利用料金承認申請書（
　別記様式第７号）に歳入歳出見込書その他教育委員会が必要と認める書類を添えて、教育委員会に提出しなければならない。
　（利用料金の減額等）
第19条　条例第６条第４項の規定により指定管理者が利用料金を減額し、又は免除する場合の基準は、次のとおりとする。
　(１）　災害その他特別の事情による利用で教育委員会が特に必要と認める場合
　(２）　指定管理者が特別の事情があると認める場合において、あらかじめ教育委員会の承認を受けたとき。
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　(３）　その他教育委員会が別に定める基準
　（協定書の締結）
第20条　教育委員会は、次に掲げる事項について、指定管理者と協定を締結するものとする。
　(１）　条例第７条において準用する公の施設に関する条例第10条の３各号に掲げる業務（以下「指定管理業務」という。）の実施に関し
　　必要な事項
　(２）　第17条各号に掲げる管理の基準に関し必要な事項
　(３）　指定管理業務の事業報告に関する事項
　(４）　前３号に掲げるもののほか、プールの管理運営の適正を期するために必要な事項
　（事業報告書等の提出）
第21条　指定管理者は、毎年度終了後１月以内に、次に掲げる書類を教育委員会に提出しなければならない。
　(１）　プールの指定管理業務に関する事業報告書
　(２）　決算に関する書類
　(３）　その他教育委員会が必要と認める書類
　（原状回復）
第22条　指定管理者は、その指定の期間が満了したとき、又は地方自治法（昭和22年法律第67号）第 244条の２第11項の規定により教育委
　員会が指定管理者の指定を取り消し、若しくは期間を定めて管理の業務の全部若しくは一部の停止を命じたときは、プールを速やかに原
　状に回復しなければならない。ただし、教育委員会が特に原状に回復する必要がないと認める場合は、この限りでない。
　（秘密の保持）
第23条　指定管理者若しくは指定管理者であったもの又は当該指定管理者の指定管理業務に従事している者若しくは従事していた者は、そ
　の業務に関して知り得た秘密を、他人に知らせ、又は不当な目的に利用してはならない。
　（委任）
第24条　この規則に定めるもののほか、プールの管理及び運営に関し必要な事項は、教育委員会が別に定める。
　　　附　則
　（施行期日）
１　この規則は、教育関係の公の施設に関する条例の一部を改正する条例（令和６年宮崎県条例第40号）の施行の日から施行する。ただし
　、次項の規定は、公布の日から施行する。
　（準備行為）
２　利用許可及び指定管理者の指定に関し必要な手続その他プールを供用するために必要な準備行為は、この規則の施行前においても行う
　ことができる。
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　陸上競技場等管理規則をここに公布する。
　　令和６年７月２日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県教育委員会教育長　黒　木　淳一郎
宮崎県教育委員会規則第９号
　　　陸上競技場等管理規則
　（趣旨）
第１条　この規則は、教育関係の公の施設に関する条例（昭和39年宮崎県条例第36号。以下「条例」という。）第７条において準用する公
　の施設に関する条例（昭和39年宮崎県条例第７号）第７条及び条例第８条の規定に基づき、宮崎県山之口陸上競技場及び宮崎県山之口投
　てき練習場（以下「陸上競技場等」という。）の管理及び運営に関し、必要な事項を定めるものとする。
　（利用の申込み）
第２条　陸上競技場等の施設又は設備（以下「陸上競技場施設等」という。）を利用しようとする者（以下「申込者」という。）は、陸上
　競技場施設等利用申込書（別記様式第１号）を宮崎県教育庁スポーツ指導センター所長（以下「所長」という。）に提出しなければなら
　ない。ただし、トレーニングルームを個人が利用する場合は、この限りでない。
２　前項の規定にかかわらず、申込者は電子情報処理組織（県の機関等の使用に係る電子計算機（入出力装置を含む。以下同じ。）と申込
　者の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織をいう。以下同じ。）を使用して陸上競技場施設等の利用の申
　込みをするときは、当該申込みをもって前項に規定する書面による申込みに代えることができる。
　（利用の許可）
第３条　所長は、利用の申込みがあった場合において、利用の許可をするときは、申込者に陸上競技場施設等利用許可書（別記様式第２号
　）を交付するものとし、利用の許可をしないときは、申込者に陸上競技場施設等利用不許可通知書（別記様式第３号）により通知するも
　のとする。
２　前項の規定にかかわらず、所長は、前条第２項の規定による利用の申込みがあった場合において、利用の許可をするとき又は利用の許
　可をしないときは、電子情報処理組織を使用して申込者に通知することができる。
３　所長は、必要があると認めるときは、前２項の利用の許可に条件を付することができる。　
　（利用許可の制限）
第４条　所長は、申込者が次の各号のいずれかに該当する場合は、陸上競技場施設等の利用を許可しないものとする。
　（１）　公の秩序を乱し、又は善良の風俗を害するおそれがあると認められるとき。
　（２）　陸上競技場等を損傷するおそれがあると認められるとき。
　（３）　集団的又は常習的に暴力的不法行為を行うおそれのある組織の利益になると認められるとき。
　（４）　陸上競技場施設等利用申込書の記載内容に偽りがあるとき。
　（５）　その他陸上競技場等の管理運営上支障があると認められるとき。
　（利用者の遵守事項）
第５条　利用を許可された者（以下「利用者」という。）は、次に掲げる事項を守らなければならない。
　（１）　許可された利用の目的又は条件に違反しないこと。
　（２）　公の秩序を乱し、又は善良の風俗を害するおそれのある行為をしないこと。
　（３）　陸上競技場等を損傷し、又は滅失するおそれのある行為をしないこと。
　（４）　他人の迷惑となるような行為をしないこと。
　（５）　その他法令、条例、規則等及び所長の指示に従うこと。
　（利用許可の取消し等）
第６条　所長は、利用者が前条の規定に違反したときは、陸上競技場施設等の利用の許可を取り消し、利用を中止させ、入場を拒否し、又
　は退去を命ずることができる。
２　前項の取消し等によって利用者に損害が生じても、県はその損害の賠償の責めは負わないものとする。
　（利用許可の取消しの申出）
第７条　利用者が利用の許可の取消しの申出をするときは、陸上競技場施設等利用許可取消申出書（別記様式第４号）を所長に提出しなけ
　ればならない。
２　前項の規定にかかわらず、利用者は、電子情報処理組織を使用して利用の許可の取消しの申出をするときは、当該申出をもって前項に
　規定する書面による申出に代えることができる。
３　所長は、前２項の規定による利用の許可の取消しの申出があったときは、当該申出に係る利用の許可を取り消し、その旨を当該利用者
　に通知するものとする。
　（使用料の還付）
第８条　教育関係使用料及び手数料徴収条例（平成13年宮崎県条例第23号。以下「使用料条例」という。）第５条ただし書の規定により使
　用料を還付する場合の当該還付の額は、既納使用料の全額とする。　
２　前項の使用料の還付を受けようとする者は、使用料還付請求書（別記様式第５号）を所長に提出しなければならない。
　（利用の制限）
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第９条　所長は、必要があると認めるときは、陸上競技場等の利用を制限することができる。
　（利用時間）
第10条　陸上競技場施設等の利用時間は、午前９時から午後10時までとする。ただし、所長は、必要があると認めるときは、臨時に利用時
　間を変更することができる。
　（休場日）
第11条　陸上競技場等の休場日は、12月29日から翌年の１月３日まで及び毎月第３水曜日（その日が国民の祝日に関する法律（昭和23年法
　律第 178号）に規定する休日（以下「休日」という。）に当たるときは、その日後においてその日に最も近い休日でない日）とする。た
　だし、所長は、必要があると認めるときは、臨時に開場し、又は休場することができる。
　（指定管理者による管理の場合の読替）
第12条　条例第４条の規定により陸上競技場等の管理を指定管理者に行わせる場合（以下「指定管理者による管理の場合」という。）にお
　ける第２条から第７条まで及び第９条から第11条までの規定の適用については、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は
　、同表の右欄に掲げる字句にそれぞれ読み替えるものとする。

　（使用料等の支払）
第13条　指定管理者による管理の場合は、利用者は、当該指定管理者に陸上競技場施設等の使用料（使用料条例第２条に規定する使用料を
　いう。）又は利用料金（条例第６条に規定する利用料金をいう。）を支払わなければならない。
　（指定管理者の指定の申請）
第14条　条例第５条第１項に規定する申請書は、指定管理者指定申請書（別記様式第６号）によるものとする。
２　条例第５条第１項の教育委員会規則で定める書類は、次に掲げる書類とする。
　（１）　定款、規約又はこれらに準ずる書類
　（２）　法人にあっては、法人の登記事項証明書
　（３）　教育委員会が指定する事業年度における決算に関する書類又はそれに相当する書類
　（４）　団体の業務概要及び業務実績が確認できる書類
　（５）　その他教育委員会が必要と認める書類
　（指定管理者の指定の基準）
第15条　条例第５条第３項第４号の教育委員会規則で定める基準は、次に掲げる基準とする。
　（１）　関係機関及び競技団体との連携が確保されること。
　（２）　緊急時における危機管理体制が確保されていること。
　（３）　その他教育委員会が必要と認める基準
　（指定管理者が行う業務）
第16条　条例第７条において準用する公の施設に関する条例第10条の３第３号の教育委員会規則で定める業務は、次に掲げる業務とする。
　（１）　関係機関及び競技団体との連絡調整に関する業務
　（２）　緊急時の対応に関する業務
　（３）　その他教育委員会が必要と認める業務
　（指定管理者の管理の基準）
第17条　条例第７条において準用する公の施設に関する条例第10条の４の教育委員会規則で定める管理の基準は、次に掲げる基準とする。
　（１）　関係する法令、条例、規則等の規定を遵守し、適正な陸上競技場等の運営を行うこと。
　（２）　利用者に対して適切なサービスの提供を行うこと。
　（３）　指定管理者が業務に関連して取得した個人に関する情報を適切に取り扱うこと。
　（４）　その他教育委員会が必要と認める基準
　（利用料金の承認）
第18条　指定管理者は、利用料金について条例第６条第３項に規定する教育委員会の承認を受けようとするときは、利用料金承認申請書（
　別記様式第７号）に歳入歳出見込書その他教育委員会が必要と認める書類を添えて、教育委員会に提出しなければならない。
　（利用料金の減額等）
第19条　条例第６条第４項の規定により指定管理者が利用料金を減額し、又は免除する場合の基準は、次のとおりとする。
　（１）　災害その他特別の事情による利用で教育委員会が特に必要と認める場合
　（２）　指定管理者が特別の事情があると認める場合において、あらかじめ教育委員会の承認を受けたとき。
　（３）　その他教育委員会が別に定める基準
　（協定書の締結）
第20条　教育委員会は、次に掲げる事項について、指定管理者と協定を締結するものとする。

第２条 宮崎県教育庁スポーツ指導センタ
ー所長（以下「所長」という。）

指定管理者

第３条から第７条まで及び第９条 所長 指定管理者
第10条及び第11条 所長は、必要があると認めるとき

は
指定管理者は、必要があると認めるときは、あら
かじめ所長の承認を得て
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　（１）　条例第７条において準用する公の施設に関する条例第10条の３各号に掲げる業務（以下「指定管理業務」という。）の実施に関し
　　必要な事項
　（２）　第17条各号に掲げる管理の基準に関し必要な事項
　（３）　指定管理業務の事業報告に関する事項
　（４）　前３号に掲げるもののほか、陸上競技場等の管理運営の適正を期するために必要な事項
　（事業報告書等の提出）
第21条　指定管理者は、毎年度終了後１月以内に、次に掲げる書類を教育委員会に提出しなければならない。
　（１）　陸上競技場等の指定管理業務に関する事業報告書
　（２）　決算に関する書類
　（３）　その他教育委員会が必要と認める書類
　（原状回復）
第22条　指定管理者は、その指定の期間が満了したとき、又は地方自治法（昭和22年法律第67号）第 244条の２第11項の規定により教育委
　員会が指定管理者の指定を取り消し、若しくは期間を定めて管理の業務の全部若しくは一部の停止を命じたときは、陸上競技場等を速や
　かに原状に回復しなければならない。ただし、教育委員会が特に原状に回復する必要がないと認める場合は、この限りでない。
　（秘密の保持）
第23条　指定管理者若しくは指定管理者であったもの又は当該指定管理者の指定管理業務に従事している者若しくは従事していた者は、そ
　の業務に関して知り得た秘密を、他人に知らせ、又は不当な目的に利用してはならない。
　（委任）
第24条　この規則に定めるもののほか、陸上競技場等の管理及び運営に関し必要な事項は、教育委員会が別に定める。
　　　附　則
　（施行期日）
１　この規則は、教育関係の公の施設に関する条例の一部を改正する条例（令和６年宮崎県条例第40号）の施行の日から施行する。ただし
　、次項の規定は、公布の日から施行する。
　（準備行為）
２　利用許可及び指定管理者の指定に関し必要な手続その他陸上競技場等を供用するために必要な準備行為は、この規則の施行前において
　も行うことができる。
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